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研究成果の概要（和文）：第二次世界大戦後、生活改良普及事業が日本の農村地域で実施された。この事業は公
には2004年で終了したものとなっているが、この哲学や手法は、農村の草の根レベルで現在でも残っている。本
研究は、この手法のひとつである、地域住民による「集落点検」に焦点をあてて、「振り返りの集落点検」とし
て現代日本の災害被災地の復興過程において応用した。「集落点検」の応用を目指して行われた、山口県と宮城
県の被災地の“地域”と“地域”との交流においては、地域間の手本交換が始まった。地域をこえた「相互多重
型支援」の重要性を見出すことができたのである。このような「相互多重型支援」は、他の被災地にも応用でき
る可能性がある。

研究成果の概要（英文）：The Livelihood Improvement Program (LIP) evolved after the end of the Second
 World War in rural areas of Japan. The LIP officially ended in 2004, however, its philosophy and 
methods have continued at grass roots level in rural areas. This study is focused on one of the 
methods, namely, Rural Survey by Community Members, has adapted it to research in reconstruction 
areas. Furthermore, through these processes, the community of Yamaguchi prefecture and the other 
community of Miyagi prefecture in reconstruction areas began to exchange their experiences. This 
study’s findings uncover the importance of mutual support with multiple meanings. Their mutual 
support will be one of the positive models this study puts forward in the other reconstruction 
areas.

研究分野：農村社会学、村落社会学、地域社会学
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研究成果の学術的意義や社会的意義
村落社会では地域の持続性が課題となっており、災害によってその持続性に支障が生じることがある。本研究
は、戦後日本の生活改良普及事業で実施された「集落点検」の応用を試みた。そして、以下の２点が明確になっ
た。(1) 集落点検は、将来のことを予想して行動する要素が含まれており住民参加型の実践が伴うため、災害を
視野に入れたむらづくりにも応用可能であること、(2) 集落内だけで、情報を共有するのではなく、被災した地
域と地域が交流したり、被災地の経験を情報共有したりして、「助けられた人が助ける人になる」「助けられな
がら、誰かを助ける」という「相互多重型支援」への展開は、より効果が大きいということである。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
 
生活改善普及事業は、第二次世界大戦後の日本の農業改革の一環として開始された農業改良
普及事業の一部を構成した。生活改善普及事業の目的は、「生活をよりよくすること」と「『考
える農民』を育てること」であった。これらの目的達成にむけて、生活技術の改善、生活改善
実行グループの育成、三層五段階思考法、集落点検、濃密指導方式など、さまざまな手法が取
り入れられた。これらの手法に共通するのが、農民による課題解決型アプローチであり、普及
員は、農民の気づきを促し、主体性を育む、寄り添い型の育成方法をとってきた。事業終了後
は、その事業を通して「考える農民」として成長した農家女性たちが生活改善運動を展開して
いるが、一般的には、生活改善は、過去のものといわれている。 
事業そのものは終了したが、山口県は農山漁村の生活改善を担当する部署を継続し、寄り添
い型の支援を行ってきた。生活改善の手法が見直されたのは、2013年山口・島根豪雨災害であ
った。被災地では、普及員の声掛けから始まった住民参加型の「集落点検」が実施され、復興
に寄与したのである。 
これらを踏まえ、過去の遺産のなかに現代の課題を解決するヒントが隠されていること、そ
して、新しい手法をゼロから作り出すのではなく、従来の生活改善の手法である「集落点検」
を現代的に応用することで、これからの農山漁村の集落再生の示唆を得ることができるという
見解に至り、本研究に着手した。 

 
２．研究の目的 
 
本研究の目的は、戦後日本の生活改良普及事業で構築されてきた住民による課題解決型アプ
ローチである「集落点検」を、日本の災害被災地の復興過程において「振り返りの集落点検」
として応用することで、過疎化・少子高齢化、災害等で衰退しつつある農山漁村がいかに再生・
創生できるかを実践的に試みることである。 
本研究では、2013年 7月の山口・島根豪雨災害の被災地(山口県)と、2011年 3月の東日本
大震災の被災地(宮城県)の取組事例を通して本課題に接近する。この比較研究を通して、同様
の課題を抱える“地域”と“地域”が相互啓発や手本交換を行う関係性、地域と行政や第三者
との関係性など、支援・被支援の関係性が固定化されずに支援の意義が多重的となることで地
域創生へとつながる「相互多重型支援」のあり方を検討する。 
「相互多重型支援」とは、助けられたものが同時に助ける者になりうる相互性と一つの事柄
に二つ以上の意義をこめる多重性を含む互助関係を示す（奥田 2014）。 
 
３．研究の方法 
 
主な調査対象地域は、2013 年 7月の山口・島根豪雨災害の被災地である集落（山口県萩市田
万川地域・阿武町等の山口県北部）と 2011 年 3月の東日本大震災の被災地である集落（宮城県
南三陸町藤浜集落）である。集落点検、聞き取り調査、参与観察、ワークショップ等を実施し
た。応用型の「振り返りの集落点検」を確立するためには、従来の集落点検の日常生活に関す
る項目に加えて、避難対応、避難後の生命・生活維持、広域被害が生じた場合のコミュニティ
の維持、再生等を考慮した点検項目を再検討しなければならないため、同様の課題を抱える“地
域”と“地域”が相互啓発や手本交換を行い（西川ほか編 2012）、「相互多重型支援」のあり方
を議論する場を創出した。さらに、本研究は、国内だけでなく、2004 年のスマトラ沖地震の津
波被災地インドネシアのアチェ州にて、復興状況の聞き取り調査を行い、国境をこえた手本交
換の可能性を模索した。なお、本研究は、アクションリサーチとしての要素が含まれているこ
とを付記しておきたい。 
 
４．研究成果 
 
(1) 文献研究および研究会等 
基本的な研究活動として、研究協力者や調査対象地域の行政職員や実践者と、調査チーム体
制を構築し、村落社会に関する研究、生活改善に関する研究、阪神淡路大震災や東日本大震災
等の過去の被災に関する研究等から得られた知見を共有した。 
本研究は、東日本大震災の被災地である宮城県や豪雨災害地の山口県に焦点を当てているが、
国内外で災害が起こっているため、これらの経験も参考にした。2015年4月のネパール大地震、
2016 年 4 月の熊本地震、2017 年の九州北部豪雨災害など、各地で起こっている災害や復興状況
等についても情報収集を行った。 
2016 年 9 月に韓国で観測史上最大規模の地震が起きたため、2017 年 2月に開催された福岡大
学先端経済研究センターの第 110 回研究会「釜山大学との学術交流会」においては、災害管理
体制や「相互多重型支援」のあり方について、釜山大学の研究者と意見交換を行った。 
本研究を遂行するにあたっては、宮城県石巻市の漁業の専門家、福島県で復興に携わってい
る実践者、東北学院大学の民俗学者、NPO の支援の専門家、岩手県の元普及員など、多くの方々
からの助言を受けた。 



 
(2) 山口県での調査 
山口県での調査の成果として、2015 年度に、「豪雨災害の復旧・復興に向けた普及活動と地
域の取組－山口県北部・豪雨災害（平成 25年 7月 28 日）からの報告」という題目で論文を公
表し、「集落点検」を応用した「振り返りの集落点検」の重要性を強調した。「振り返りの集落
点検」を通して、暮らしの知恵や技が災害時に役に立つこと、日頃からの心がけが必要である
こと、災害予知や地域ぐるみ非難のしくみや集落営農法人・営農組織によるサポートのしくみ
づくりが必要であることが論点になった。さらに、防災のみにかかわらず、安心なくらしの実
践のための支援の活用など、集落活動に、むらづくり、地域ぐるみ型集落活動などの意味が付
与された。 
山口県の集落調査においては、手法普及チームを結成し、従来型の「集落点検の（課題認識
→行動計画→夢プラン）」を踏まえて、これからのむらづくりに関するワークショップを行った。
夢プランは、ほぼ実現できているが、実現できていない部分があったり、災害時には対応でき
ていない部分があったりした。その主な原因として人材不足があがったため、身近な人的資源
の発見や新規定住者の人物像のイメージの明確化の必要性が集落の共通認識となった。長門市
の地域防災活動支援員養成講座には、2015-16 年度の 2 年連続で参加し、地域防災組織のリー
ダーと意見交換を行った。 
これらの調査から、集落の歴史に目をむけること、地域の知恵や文化を見直すこと、助けら
れた人が助ける人になること（「支援する側」と「支援される側」の軸の回転）、集落の未来予
想図を描くときに住民以外のアクターも視野にいれること（Uターン、通い型支援者等）、集落
が主体となり行政の各部署との連携をつくること、災害復興や地域防災のみではなく子育てや
介護などの助け合いも含めた地域ぐるみ型の「相互多重型支援」が重要であることが明確にな
った。 
 
(3) 宮城県での調査 
東日本大震災の被災地（宮城県）には、山口県の集落点検経験者と共に訪問し、集落点検と
いう手法によって山口県内の集落がどのように変化してきたのか、それが「振り返りの集落点
検」にどう展開したのかを説明し、ワークショップ形式で意見交換を行った。 
宮城県の集落の特徴は、集落を基盤とした講組織の相互扶助的な活動を通して社会的紐帯が、
日常生活だけでなく、災害時でも機能したことである。集落点検とは、現在の状況を理解する
だけでなく、過去の集落活動の記録を踏まえて、現在を把握し、未来を予想する取り組みであ
るため、集落の活動が記録されている区有文書に着目し、保存および翻訳作業に取り組んだ。 
東日本大震災の津波以後、このような資料がほとんど残っていないという実情を踏まえると、
この文書の訳本を完成させたことが本研究の大きな成果である。この訳本は、集落の同意を得
た上で、東北学院大学や東北歴史博物館へ寄贈した。 
 
(4) 国内の地域間の手本交換 
2017 年度には、宮城県の調査対象地域のリーダーを山口県に招き、山口県の復興現場や集落
の活動等の視察を行い、山口県で集落点検のファシリテーターや担い手などとの意見交換会を
開催した。さらに、山口県の豪雨被災地と宮城県の津波被災地の人々が互いに、手本交換・相
互啓発していく「相互多重型支援」の関係性を構築するためのワークショップを開催し、地域
をこえた「相互多重型支援」の可能性についても議論がなされた。 
 
(5) 海外での研究活動 
2018 年 3 月には、インドネシアのアチェ州（2004 年のスマトラ沖地震の津波被災地）に赴き、
村レベルの調査を実施し、復興関係者や漁業関係者および現地研究者と、各地での経験および
調査手法の応用可能性や手本交換等について議論を行った。 
2018 年 8 月、インドネシアのマカッサルで開かれた第 6回アジア農村社会学会(Asian Rural 
Sociology Association)にて「The Process of Shifting the Livelihood Improvement Program 
to a Movement」という題目で、農家女性の集落での活躍について研究報告を行った。その経緯
で、再度、インドネシアのアチェ州に赴き、2018 年 3月の補足調査を行った。集落を基盤とし
ながら女性の生産加工活動を組合形式で支援しているキーパーソンへの聞き取り調査を行った
り、女性たちを中心としたワークショップを開催したりした。 
さらに、2019 年 3 月、東京で開かれた Inaugural Congress, East Asian Sociological 
Association では、「Livelihood Improvement Program in Rural Development of Post-War Japan」
という題目で、事業としての生活改善が現在の集落活動に生かされている事例を報告した。 
 
(6) 総括 
村落社会では地域の持続性が課題となっており、災害によってその持続性に支障が生じるこ
とがある。本研究は、戦後日本の生活改良普及事業で実施された、地域住民による「集落点検」
に焦点をあてて、「振り返りの集落点検」として現代日本の災害被災地の復興過程において応用
した。この「集落点検」の応用を目指して行われた山口県と宮城県の被災地の“地域”と“地
域”との交流においては、地域間の手本交換が始まった。地域をこえた「相互多重型支援」の



重要性を見出すことができたのである。 
以上のことから、以下の２点が明確になった。(1) 集落点検は、将来のことを予想して行動
する要素が含まれており住民参加型の実践が伴うため、災害を視野に入れたむらづくりにも応
用可能であること、(2) 集落内だけで、情報を共有するのではなく、被災した地域と地域が交
流したり、被災地の経験を情報共有したりして、「助けられた人が助ける人になる」「助けられ
ながら、誰かを助ける」という「相互多重型支援」への展開は、相乗効果が大きくなるという
ことである。ゆえに、本研究を通して生まれてきた「相互多重型支援」は、他の被災地にも応
用できる可能性がある。 
なお、本研究の成果を発表するために、以下の学会に応募した（受理済）。国内では、2019
年 6月に陸前高田市で開催される国際開発学会春季大会にて「災害復興における相互多重型支
援の可能性」という題目で報告する予定である。海外では、2019 年 8 月にネパールの首都カト
マンズで開催される Nepal Sociological Association International Conference にて「The 
Mutual Support on Earthquake Recovery and Reconstruction Process」という題目で、発表
する予定である。 
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